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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　化学組成が、質量％で、
　　Ｃ　：０．００１５％～０．００４０％、
　　Ｓｉ：３．５％～４．５％、
　　Ａｌ：０．６５％以下、
　　Ｍｎ：０．２％～２．０％、
　　Ｓｎ：０％～０．２０％、
　　Ｓｂ：０％～０．２０％、
　　Ｐ　：０．００５％～０．１５０％、
　　Ｓ　：０．０００１％～０．００３０％、
　　Ｔｉ：０．００３０％以下、
　　Ｎｂ：０．００５０％以下、
　　Ｚｒ：０．００３０％以下、
　　Ｍｏ：０．０３０％以下、
　　Ｖ　：０．００３０％以下、
　　Ｎ　：０．００１０％～０．００３０％、
　　Ｏ　：０．００１０％～０．０５００％、
　　Ｃｕ：０．１０％未満、
　　Ｎｉ：０．５０％未満、
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を含有し、残部がＦｅ及び不純物からなり、
　製品板厚が、０．１０ｍｍ～０．３０ｍｍであり、
　平均結晶粒径が、１０μｍ～４０μｍであり、
　鉄損Ｗ１０／８００が、５０Ｗ／Ｋｇ以下であり、
　引張強度が、５８０ＭＰａ～７００ＭＰａであり、
　降伏比が、０．８２以上である、
無方向性電磁鋼板。
【請求項２】
　Ｃ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖの含有量が、以下の式（１）で表される条件を満足する、請
求項１に記載の無方向性電磁鋼板。
　［Ｃ］×（［Ｔｉ］＋［Ｎｂ］＋［Ｚｒ］＋［Ｖ］）＜０．００００１０・・・（１）
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］との表記は、元素Ｘの含有量（単位：質量％）
を表す。
【請求項３】
　焼鈍温度７５０℃以上９００℃以下、均熱時間１０分～１８０分の範囲内となる焼鈍条
件下での焼鈍によって、平均結晶粒径が、６０μｍ～１５０μｍであり、かつ、鉄損Ｗ１
０／４００が、１１Ｗ／Ｋｇ以下となる、請求項１又は２に記載の無方向性電磁鋼板。
【請求項４】
　上降伏点及び下降伏点を有しており、上降伏点が下降伏点よりも５ＭＰａ以上高い、請
求項１～３の何れか１項に記載の無方向性電磁鋼板。
【請求項５】
　前記化学組成が、質量％で、
　Ｓｎ：０．０１％～０．２０％、
　Ｓｂ：０．０１％～０．２０％、
のいずれか一方または両方を含有する、
請求項１～４の何れか１項に記載の無方向性電磁鋼板。
【請求項６】
　表面に更に絶縁被膜を有する、請求項１～５の何れか１項に記載の無方向性電磁鋼板。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無方向性電磁鋼板に関する。
　本願は、２０１７年０７月１９日に、日本に出願された特願２０１７－１３９７６５号
に基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　昨今、地球環境問題が注目されており、省エネルギーへの取り組みに対する要求は、一
段と高まってきている。なかでも電気機器の高効率化は、近年強く要望されている。この
ため、モータ又は発電機等の鉄心材料として広く使用されている無方向性電磁鋼板におい
ても、磁気特性の向上に対する要請が更に強まっている。電気自動車やハイブリッド自動
車用のモータ、及び、コンプレッサ用モータにおいては、その傾向が顕著である。
【０００３】
　上記のような各種モータのモータコアは、固定子であるステータ、及び、回転子である
ロータから構成される。モータコアを構成するステータ及びロータに求められる特性は、
互いに相違する。ステータには、優れた磁気特性（鉄損及び磁束密度）が特に求められる
のに対し、ロータには、優れた機械特性（引張強度及び降伏比）が求められる。
【０００４】
　ステータとロータとでは求められる特性が異なる。そのため、ステータ用の無方向性電
磁鋼板と、ロータ用の無方向性電磁鋼板と、を造り分ければ、それぞれの所望の特性を実
現することができる。しかしながら、２種類の無方向性電磁鋼板を準備することは、歩留
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まりの低下を招いてしまう。そこで、ロータに求められる優れた強度と、ステータに求め
られる低鉄損とを実現するために、強度に優れ、かつ、磁気特性にも優れた無方向性電磁
鋼板が、従来検討されてきた。
【０００５】
　例えば、以下の特許文献１～特許文献３では、ステータに求められるような優れた磁気
特性を実現しつつ、ロータに求められるような優れた強度を実現するために、鋼板の化学
成分として、ケイ素（Ｓｉ）を多く含有させるとともに、ニッケル（Ｎｉ）や銅（Ｃｕ）
といった高強度化に寄与する元素を意図的に添加する技術が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】日本国特開２００４－３００５３５号公報
【特許文献２】日本国特開２００４－３１５９５６号公報
【特許文献３】日本国特開２００８－５０６８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、近年、電気自動車やハイブリッド自動車のモータに求められる省エネル
ギー特性を実現するには、上記特許文献１～特許文献３で開示されているような技術では
、ステータ素材としての低鉄損化が不十分であった。
【０００８】
　また、上記特許文献１～特許文献３で開示されているようなＮｉやＣｕといった高強度
化を促進する元素は高価であり、これらの元素を積極的に添加すると、無方向性電磁鋼板
の製造コストは増大する。
【０００９】
　また、近年、電気自動車やハイブリッド自動車用のモータにおいて、モータ回転数を高
速化することでモータトルクを稼ぐ設計が多くなされるようになり、ロータの更なる高強
度化が強く求められている。モータの安全性を確保するためには、引張強度で示される破
壊の限界特性だけでなく、疲労による破壊も避けるべきである。そのためには、単なる引
張強度だけでなく、高い降伏応力を得ること（すなわち、高い降伏比を得ること）が重要
となる。しかしながら、上記特許文献１～特許文献３に開示されている技術を用いたとし
ても、ロータの更なる高強度化・高降伏比化を図ることが困難である。
【００１０】
　本発明は、上記問題に鑑みてなされた。本発明の目的は、製造コストが抑制された、高
強度かつ高降伏比の無方向性電磁鋼板を提供することである。
　好ましくは、得られた高強度かつ降伏比の無方向性電磁鋼板を所望のモータコア形状（
ロータ形状及びステータ形状）に打ち抜き、打ち抜いた無方向性電磁鋼板を複数枚積層し
て所望のモータコア形状（ロータ形状及びステータ形状）を形成し、そのうち、ステータ
形状に積層したものに対して焼鈍を施した場合に、より一層優れた磁気特性を示す無方向
性電磁鋼板を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明者らは、鋭意検討を行った。具体的には、ロータ及
びステータ用の部材を同一の無方向性電磁鋼板から打ち抜き、ロータ用の部材については
、所望のロータ形状となるように積層した後に、積層体に対して焼鈍を行わなくとも、よ
り一層優れた機械特性を有し、また、ステータ用の部材については、所望のステータ形状
となるように積層した後に、積層体に対して焼鈍を行うことでより一層優れた磁気特性を
実現する手段について、鋭意検討を行った。
【００１２】
　以下では、無方向性電磁鋼板を所望のステータ形状に打ち抜いてステータ用の部材とし
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、打ち抜いたステータ用の部材を所望のステータ形状となるように積層した後に、得られ
た積層体に対して実施する焼鈍のことを、「コア焼鈍」と称する。
【００１３】
　同等の引張強度を有する無方向性電磁鋼板の中で、疲労強度の向上を目的として高い降
伏比を実現するために、無方向性電磁鋼板が上降伏点を有するようにすることが、可能性
として考えられる。
　本発明者らは、炭素（Ｃ）の歪時効を活用して、無方向性電磁鋼板が上降伏点を有する
ように制御することに着目した。しかしながら、一般的に製造される無方向性電磁鋼板は
、高純度であって歪時効の原因となるＣの含有量が低い。特に、Ｓｉの含有量が３％以上
である無方向性電磁鋼板では、Ｓｉが炭化物の生成を抑制することで、上降伏点を有しな
い。また、単に高強度化を目指して、Ｃ、チタン（Ｔｉ）、ニオブ（Ｎｂ）等の元素を意
図的に含有させた無方向性電磁鋼板では、Ｃを多く含有することによって降伏現象は生じ
たとしても、炭化物がコア焼鈍時の粒成長を大幅に劣化させるので、コア焼鈍後の磁気特
性が向上しない。
　そのため、これまで、上降伏点を有し、かつコア焼鈍後の磁気特性に優れる無方向性電
磁鋼板を得ることは難しかった。
【００１４】
　かかる観点に基づき、本発明者らは更なる検討を行った。その結果、コストの高い元素
を意図的に含有させず、かつ、高いＳｉ含有量を有する無方向性電磁鋼板において、結晶
粒径の更なる微細化を図ることで降伏現象を実現させることで、より一層優れた機械特性
が得られることを知見した。さらに、この無方向性電磁鋼板において、コア焼鈍時の粒成
長を阻害するような元素の含有を抑制することができれば、コア焼鈍後のより一層優れた
磁気特性も同時に向上させることが可能となるとの知見を得るに至った。
　上記知見に基づき完成された本発明の要旨は、以下の通りである。
【００１５】
［１］本発明の一態様に係る無方向性電磁鋼板は、化学組成が、質量％で、Ｃ：０．００
１５％～０．００４０％、Ｓｉ：３．５％～４．５％、Ａｌ：０．６５％以下、Ｍｎ：０
．２％～２．０％、Ｓｎ：０％～０．２０％、Ｓｂ：０％～０．２０％、Ｐ：０．００５
％～０．１５０％、Ｓ：０．０００１％～０．００３０％、Ｔｉ：０．００３０％以下、
Ｎｂ：０．００５０％以下、Ｚｒ：０．００３０％以下、Ｍｏ：０．０３０％以下、Ｖ：
０．００３０％以下、Ｎ：０．００１０％～０．００３０％、Ｏ：０．００１０％～０．
０５００％、Ｃｕ：０．１０％未満、Ｎｉ：０．５０％未満、を含有し、残部がＦｅ及び
不純物からなり、製品板厚が、０．１０ｍｍ～０．３０ｍｍであり、平均結晶粒径が、１
０μｍ～４０μｍであり、鉄損Ｗ１０／８００が、５０Ｗ／Ｋｇ以下であり、引張強度が
、５８０ＭＰａ～７００ＭＰａであり、降伏比が、０．８２以上である。
［２］上記［１］に記載の無方向性電磁鋼板は、Ｃ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖの含有量が、
以下の式（１）で表される条件を満足してもよい。
　［Ｃ］×（［Ｔｉ］＋［Ｎｂ］＋［Ｚｒ］＋［Ｖ］）＜０．００００１０・・・（１）
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］との表記は、元素Ｘの含有量（単位：質量％）
を表す。
［３］上記［１］または［２］に記載の無方向性電磁鋼板は、焼鈍温度７５０℃以上９０
０℃以下、均熱時間１０分～１８０分の範囲内となる焼鈍条件下での焼鈍によって、平均
結晶粒径が、６０μｍ～１５０μｍ、かつ、鉄損Ｗ１０／４００が、１１Ｗ／Ｋｇ以下と
なってもよい。
［４］上記［１］～［３］のいずれか１項に記載の無方向性電磁鋼板は、上降伏点及び下
降伏点を有しており、上降伏点が下降伏点よりも５ＭＰａ以上高くてもよい。
［５］上記［１］～［４］のいずれか１項に記載の無方向性電磁鋼板は、前記化学組成が
、質量％で、Ｓｎ：０．０１％～０．２０％、Ｓｂ：０．０１％～０．２０％、のいずれ
か一方または両方を含有してもよい。
［６］上記［１］～［５］のいずれか１項に記載の無方向性電磁鋼板は、表面に更に絶縁
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被膜を有してもよい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の上記態様によれば、製造コストが抑制され、かつ、機械特性及びコア焼鈍後の
磁気特性により一層優れる無方向性電磁鋼板を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の構造を模式的に示した説明図である
。
【図２】同実施形態に係る無方向性電磁鋼板について説明するための説明図である。
【図３】同実施形態に係る無方向性電磁鋼板が示す応力－ひずみ曲線について説明するた
めの説明図である。
【図４】無方向性電磁鋼板が示す応力－ひずみ曲線の一例を示した図である。
【図５】同実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法の流れの一例を示した流れ図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については、同一
の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００１９】
（無方向性電磁鋼板について）
　まず、図１～図５を参照しながら、本発明の一実施形態に係る無方向性電磁鋼板（本実
施形態に係る無方向性電磁鋼板）について、詳細に説明する。
　図１は、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の構造を模式的に示した説明図である。図
２は、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板について説明するための説明図である。図３は
、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板が示す応力－ひずみ曲線について説明するための説
明図である。図４は、無方向性電磁鋼板が示す応力－ひずみ曲線の一例を示した図である
。図５は、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法の流れの一例を示した流れ図で
ある。
【００２０】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、ステータ及びロータの双方を製造する際の
素材として好適な無方向性電磁鋼板１０である。本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０
は、図１に模式的に示したように、所定の化学成分を含有し、所定の機械特性及び磁気特
性を示す地鉄１１を有している。また、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、地鉄
１１の表面に、更に絶縁被膜１３を有していることが好ましい。
【００２１】
　以下では、まず、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の地鉄１１について、詳細に
説明する。
【００２２】
＜地鉄の化学成分について＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の地鉄１１は、質量％で、Ｃ：０．００１５％
～０．００４０％、Ｓｉ：３．５％～４．５％、Ａｌ：０．６５％以下、Ｍｎ：０．２％
～２．０％、Ｐ：０．００５％～０．１５０％、Ｓ：０．０００１％～０．００３０％、
Ｔｉ：０．００３０％以下、Ｎｂ：０．００５０％以下、Ｚｒ：０．００３０％以下、Ｍ
ｏ：０．０３０％以下、Ｖ：０．００３０％以下、Ｎ：０．００１０％～０．００３０％
、Ｏ：０．００１０％～０．０５００％、Ｃｕ：０．１０％未満、Ｎｉ：０．５０％未満
を含有し、必要に応じてさらにＳｎ又はＳｂの一方または両方を、それぞれ０．０１質量
％以上０．２質量％以下含有し、残部がＦｅ及び不純物からなる。
【００２３】
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　地鉄１１は例えば熱延鋼板や冷延鋼板などの鋼板である。
【００２４】
　以下では、本実施形態に係る地鉄１１の化学組成が上記のように規定される理由につい
て、詳細に説明する。以下では、特に断りの無い限り、「％」は「質量％」を表すものと
する。
【００２５】
［Ｃ：０．００１５％～０．００４０％］
　Ｃ（炭素）は、鉄損劣化を引き起こす元素である。Ｃ含有量が０．００４０％を超える
場合には、無方向性電磁鋼板において鉄損劣化が生じ、良好な磁気特性を得ることができ
ない。従って、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、Ｃ含有量を、０．００４０
％以下とする。Ｃ含有量は、好ましくは、０．００３５％以下、より好ましくは０．００
３０％以下である。
　一方、Ｃ含有量が０．００１５％未満となる場合には、無方向性電磁鋼板１０において
上降伏点が生じず、良好な降伏比が得られない。従って、本実施形態に係る無方向性電磁
鋼板１０では、Ｃ含有量を、０．００１５％以上とする。本実施形態に係る無方向性電磁
鋼板において、Ｃ含有量は、好ましくは、０．００２０％以上であり、より好ましくは、
０．００２５％以上である。
【００２６】
［Ｓｉ：３．５％～４．５％］
　Ｓｉ（ケイ素）は、鋼の電気抵抗を上昇させて渦電流損を低減させ、高周波鉄損を改善
する元素である。また、Ｓｉは、固溶強化能が大きいため、無方向性電磁鋼板１０の高強
度化にも有効な元素である。上記効果を十分に発揮させるためには、３．５％以上のＳｉ
を含有させることが必要である。好ましくは、３．６％以上である。
　一方、Ｓｉ含有量が４．５％を超える場合には、加工性が著しく劣化し、冷間圧延を実
施することが困難となる。従って、Ｓｉ含有量は、４．５％以下とする。Ｓｉ含有量は、
好ましくは、４．０％以下であり、より好ましくは、３．９％以下である。
【００２７】
［Ａｌ：０．６５％以下］
　Ａｌ（アルミニウム）は、無方向性電磁鋼板の電気抵抗を上昇させることで渦電流損を
低減し、高周波鉄損を改善するために有効な元素である。一方で、Ａｌは、鋼板製造過程
における加工性と、製品の磁束密度と、を低下させる影響もある。そのため、Ａｌ含有量
を０．６５％以下とする。
　また、コア焼鈍後において良好な磁気特性を得るためには、固溶Ｔｉの悪影響を抑制す
ることが肝要であるが、Ａｌ含有量が高い場合には、窒化物としてＴｉＮではなくＡｌＮ
が析出して、固溶Ｔｉが増加する。Ａｌ含有量が０．５０％を超える場合には、無方向性
電磁鋼板の磁束密度が著しく低下し、また脆化することで冷間圧延を実施することが困難
となり、コア焼鈍後の磁気特性が劣位となる。従って、コア焼鈍後の磁気特性を考慮すれ
ば、Ａｌ含有量は、０．５０％以下とすることが好ましい。Ａｌ含有量は、より好ましく
は、０．４０％以下であり、さらに好ましくは、０．３５％以下である。
　一方、Ａｌ含有量の下限値は、特に規定するものではなく０％でもよいが、Ａｌ含有量
を０．０００５％未満とするには、製鋼での負荷が高く、コストが増加してしまう。その
ため、Ａｌ含有量は０．０００５％以上とすることが好ましい。また、高周波鉄損を改善
する効果を得る場合には、Ａｌ含有量は、好ましくは、０．１０％以上であり、より好ま
しくは、０．２０％以上である。
【００２８】
［Ｍｎ：０．２％～２．０％］
　Ｍｎ（マンガン）は、鋼の電気抵抗を上昇させて渦電流損を低減し、高周波鉄損を改善
するために有効な元素である。上記効果を十分に発揮させるためには、０．２％以上のＭ
ｎを含有させることが必要である。また、Ｍｎ含有量が０．２％未満となる場合には、微
細な硫化物（ＭｎＳ）が析出することで、コア焼鈍時の粒成長性が劣化するので、好まし
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くない。Ｍｎ含有量は、好ましくは、０．４％以上、より好ましくは、０．５％以上であ
る。
　一方、Ｍｎ含有量が２．０％を超える場合には、磁束密度の低下が顕著となる。従って
、Ｍｎ含有量は、２．０％以下とする。Ｍｎ含有量は、好ましくは、１．７％以下であり
、より好ましくは、１．５％以下である。
【００２９】
［Ｐ：０．００５％～０．１５０％］
　Ｐ（リン）は、固溶強化能が大きく、加えて磁気特性の向上に有利な｛１００｝集合組
織を増加させる効果も有する元素であり、高強度と高磁束密度とを両立するうえで極めて
有効な元素である。更に、｛１００｝集合組織の増加は、無方向性電磁鋼板１０の板面内
における機械特性の異方性を低減することにも寄与するので、Ｐは、無方向性電磁鋼板１
０の打ち抜き加工時の寸法精度を改善する効果も有する。このような強度、磁気特性、及
び、寸法精度を改善する効果を得るためには、Ｐ含有量を０．００５％以上とすることが
必要である。Ｐ含有量は、好ましくは０．０１０％以上、より好ましくは０．０２０％以
上である。
　一方、Ｐ含有量が０．１５０％を超える場合には、無方向性電磁鋼板１０の延性が著し
く低下する。従って、Ｐの含有量は、０．１５０％以下とする。Ｐ含有量は、好ましくは
、０．１００％以下であり、より好ましくは、０．０８０％以下である。
【００３０】
［Ｓ：０．０００１％～０．００３０％］
　Ｓ（硫黄）は、ＭｎＳの微細析出物を形成することで鉄損を増加させ、無方向性電磁鋼
板１０の磁気特性を劣化させる元素である。そのため、Ｓ含有量は、０．００３０％以下
とする必要がある。Ｓ含有量は、好ましくは、０．００２０％以下、より好ましくは、０
．００１０％以下である。
　一方、Ｓ含有量を０．０００１％よりも低減させようとすると、いたずらにコストアッ
プを招くのみである。従って、Ｓ含有量は、０．０００１％以上とする。Ｓ含有量は、好
ましくは、０．０００３％以上であり、より好ましくは、０．０００５％以上である。
【００３１】
［Ｔｉ：０．００３０％以下］
　Ｔｉ（チタン）は、鋼中に不可避的に混入し得る元素であり、炭素や窒素と結合して介
在物（炭化物、窒化物）を形成する元素である。炭化物が形成された場合には、コア焼鈍
中の結晶粒の成長が阻害されて、磁気特性が劣化する。従って、Ｔｉ含有量は、０．００
３０％以下とする。Ｔｉ含有量は、０．００１５％以下であり、より好ましくは、０．０
０１０％以下である。
　一方、Ｔｉ含有量は０％でもよいが、０．０００５％よりも低減させようとすると、い
たずらにコストアップを招く。従って、Ｔｉ含有量は、０．０００５％以上とすることが
好ましい。
【００３２】
［Ｎｂ：０．００５０％以下］
　Ｎｂ（ニオブ）は、炭素や窒素と結合して介在物（炭化物、窒化物）を形成することで
高強度化に寄与する元素である。しかしながら、Ｎｂは高価な元素であり、含有量を０．
００５０％以下とする。また、Ｎｂは、コア焼鈍中の結晶粒の成長を阻害して磁気特性を
劣化させる元素でもある。従って、コア焼鈍後の磁気特性を考慮すれば、Ｎｂ含有量は、
０．００３０％以下とすることが好ましい。Ｎｂ含有量は、好ましくは、０．００１０％
以下であり、より好ましくは、測定限界以下（ｔｒ．）（０％を含む）である。
【００３３】
［Ｚｒ：０．００３０％以下］
　Ｚｒ（ジルコニウム）は、炭素や窒素と結合して介在物（炭化物、窒化物）を形成する
ことで高強度化に寄与する元素である。しかしながら、Ｚｒは、コア焼鈍中の結晶粒の成
長を阻害して磁気特性を劣化させる元素でもある。従って、Ｚｒ含有量は、０．００３０
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％以下とする。Ｚｒ含有量は、好ましくは、０．００１０％以下であり、より好ましくは
、測定限界以下（ｔｒ．）（０％を含む）である。
【００３４】
［Ｍｏ：０．０３０％以下］
　Ｍｏ（モリブデン）は、不可避的に混入し得る元素であり、炭素と結合して介在物（炭
化物）を形成する元素である。ただし、Ｍｏは、コア焼鈍が実施されるような７５０℃以
上の温度では溶体化しやすいので、若干の混入が許容される。しかしながら、混入量が増
えすぎると結晶粒の成長を阻害して磁気特性を劣化させるので、Ｍｏ含有量は、０．０３
０％以下とする。Ｍｏ含有量は、好ましくは、０．０２０％以下であり、より好ましくは
０．０１５％以下であり、測定限界以下（ｔｒ．）（０％を含む）でもよい。
　一方、Ｍｏ含有量を０．０００５％よりも低減させようとすると、いたずらにコストア
ップを招く。従って、製造コストの観点からは、Ｍｏ含有量は、０．０００５％以上とす
ることが好ましい。Ｍｏ含有量は、好ましくは、０．００１０％以上である。
【００３５】
［Ｖ：０．００３０％以下］
　Ｖ（バナジウム）は、炭素や窒素と結合して介在物（炭化物、窒化物）を形成すること
で高強度化に寄与する元素である。しかしながら、Ｖは、コア焼鈍中の結晶粒の成長を阻
害して磁気特性を劣化させる元素でもある。従って、Ｖ含有量は、０．００３０％以下と
する。Ｖ含有量は、好ましくは、０．００１０％以下であり、より好ましくは、測定限界
以下（ｔｒ．）（０％を含む）である。
【００３６】
［Ｎ：０．００１０％～０．００３０％］
　Ｎ（窒素）は、不可避的に混入する元素であり、磁気時効を引き起こして鉄損を増加さ
せ、無方向性電磁鋼板１０の磁気特性を劣化させる元素である。そのため、Ｎ含有量は、
０．００３０％以下とする必要がある。Ｎ含有量は、好ましくは、０．００２５％以下で
あり、より好ましくは、０．００２０％以下である。
　一方、Ｎ含有量を０．００１０％よりも低減させようとすると、いたずらにコストアッ
プを招く。従って、Ｎ含有量は、０．００１０％以上とする。
【００３７】
［Ｏ：０．００１０％～０．０５００％］
　Ｏ（酸素）は、不可避的に混入する元素であり、酸化物を形成することで鉄損を増加さ
せ、無方向性電磁鋼板１０の磁気特性を劣化させる元素である。そのため、Ｏ含有量は、
０．０５００％以下とする必要がある。Ｏは、焼鈍工程において混入することもあるので
、スラブ段階（すなわち、レードル値）においては、０．００５０％以下とすることが好
ましい。
　一方、Ｏ含有量を０．００１０％よりも低減させようとすると、いたずらにコストアッ
プを招く。従って、Ｏ含有量は、０．００１０％以上とする。
【００３８】
［Ｃｕ：０．１０％未満］
［Ｎｉ：０．５０％未満］
　Ｃｕ（銅）及びＮｉ（ニッケル）は、不可避的に混入し得る元素である。意図的なＣｕ
及びＮｉの添加は、無方向性電磁鋼板１０の製造コストを増加させる。従って、本実施形
態に係る無方向性電磁鋼板１０では、添加する必要がない。
　Ｃｕ含有量は、製造工程において不可避的に混入しうる最大値である０．１０％未満と
する。
　一方で、特に、Ｎｉは、無方向性電磁鋼板１０の強度を向上させる元素でもあり、意図
的に添加して含有させてもよい。ただし、Ｎｉは高価であるため、意図的に含有させる場
合でも、その含有量の上限を０．５０％未満とする。
　Ｃｕ含有量及びＮｉ含有量の下限は、特に限定されるものではなく０％でもよいが、Ｃ
ｕ含有量及びＮｉ含有量を０．００５％よりも低減させようとすると、いたずらにコスト
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アップを招く。従って、Ｃｕ含有量及びＮｉの含有量は、いずれも０．００５％以上とす
ることが好ましい。Ｃｕ含有量及びＮｉ含有量は、好ましくは、それぞれ、０．０１％以
上、０．０９％以下であり、より好ましくは、０．０２％以上、０．０６％以下である。
【００３９】
［Ｓｎ：０％～０．２０％］
［Ｓｂ：０％～０．２０％］
　Ｓｎ（スズ）及びＳｂ（アンチモン）は、鋼板の表面に偏析し焼鈍中の酸化を抑制する
ことで、低い鉄損を確保するのに有用な任意添加元素である。従って、本実施形態に係る
無方向性電磁鋼板では、上記効果を得るために、Ｓｎ又はＳｂの少なくとも何れか一方を
、任意添加元素として地鉄中に含有させてもよい。上記効果を十分に発揮させるためには
、Ｓｎ含有量又はＳｂ含有量を、それぞれ０．０１％以上とすることが好ましい。より好
ましくは、０．０３％以上である。
　一方、Ｓｎ含有量又はＳｂ含有量がそれぞれ０．２０％を超える場合には、地鉄の延性
が低下して冷間圧延が困難となる可能性がある。従って、Ｓｎ含有量又はＳｂ含有量は、
含有させる場合でも、それぞれ０．２０％以下とすることが好ましい。Ｓｎ又はＳｂを地
鉄中に含有させる場合に、Ｓｎ含有量又はＳｂ含有量は、より好ましくは、０．１０％以
下である。
【００４０】
［［Ｃ］×（［Ｔｉ］＋［Ｎｂ］＋［Ｚｒ］＋［Ｖ］）＜０．００００１０］
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の地鉄１１は、以上説明したような化学成分を
有しているが、地鉄１１のＣ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖの含有量は、更に、以下の式（１）
で表される条件を満足することが好ましい。
【００４１】
　［Ｃ］×（［Ｔｉ］＋［Ｎｂ］＋［Ｚｒ］＋［Ｖ］）＜０．００００１０・・・（１）
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］との表記は、元素Ｘの含有量（単位：質量％）
を表す、すなわち、例えば［Ｃ］であれば、質量％でのＣ含有量を表す。
【００４２】
　地鉄１１中にＣが存在すると、地鉄１１では、Ｃ含有量に応じた炭化物が形成されうる
。また、先だって説明したように、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖは、炭素との間で炭化物を形成
する元素であり、地鉄１１中にこれらの元素が存在することで、炭化物がより形成されや
すくなる。従って、上記式（１）の左辺は、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の地
鉄１１において、炭化物形成能力を示す指標とみなすことができる。
【００４３】
　本発明者らが、地鉄１１中の化学成分の含有量を変化させながら、地鉄１１中での炭化
物の形成の様子について鋭意検討を行った結果、上記式（１）の左辺で与えられる値が０
．００００１０以上となる場合には、炭化物が形成されることでコア焼鈍中の結晶粒の成
長が阻害され、コア焼鈍後の磁気特性が劣化しやすくなることが明らかとなった。従って
、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、Ｃ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖの含有量につ
いて、上記式（１）の左辺で与えられる値が０．００００１０未満となるようにすること
が好ましい。上記式（１）の左辺で与えられる値は、より好ましくは、０．０００００６
以下であり、更に好ましくは、０．０００００４以下である。
　上記式（１）の左辺で与えられる値は、小さければ小さいほど好ましく、その下限値は
特に規定されるものではないが、本実施形態に係る地鉄１１における上記元素の下限値に
基づき、０．００００００７５という値が実質的な下限値となる。
【００４４】
　以上、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板における地鉄の化学成分について、詳細に説
明した。
　上記の元素の他に、不純物として、Ｐｂ、Ｂｉ、Ａｓ、Ｂ、Ｓｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｌａ、
Ｃｅなどの元素が０．０００１％～０．００５０％の範囲で含まれていても、本実施形態
に係る無方向性電磁鋼板の効果を損なうものではない。
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【００４５】
　無方向性電磁鋼板１０における地鉄１１の化学成分を測定する場合には、公知の各種測
定法を利用することが可能であり、例えば、ＩＣＰ－ＭＳ（誘導結合プラズマ質量分析）
法等を適宜利用すればよい。
【００４６】
＜地鉄の平均結晶粒径について＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０において、地鉄１１の平均結晶粒径は、以下で
詳述する仕上焼鈍を経た後（コア焼鈍が行われていない状態）の時点で、１０μｍ～４０
μｍという微細化された状態となっている。地鉄１１の平均結晶粒径が１０μｍ～４０μ
ｍの範囲内に微細化されることで、地鉄１１中の粒界の割合を増加させることができ、歪
時効現象を生じさせることが可能となる。
　このような微細化された平均結晶粒径は、以下で詳述する仕上焼鈍工程において、特定
の雰囲気下において特定の焼鈍温度及び均熱時間の焼鈍を行った後、特定の冷却速度で冷
却を行うことによって実現される。地鉄１１の平均結晶粒径は、仕上焼鈍時における熱処
理条件を変更することで、制御することが可能である。
【００４７】
　仕上焼鈍後（コア焼鈍が行われていない状態）の地鉄１１の平均結晶粒径が１０μｍ未
満である場合には、Ｓｉ含有量を最大値とし、かつ、コア焼鈍を行ったとしても、無方向
性電磁鋼板に求められる重要な磁気特性の一つである鉄損が大きくなるので、好ましくな
い。
　一方、仕上焼鈍後（コア焼鈍が行われていない状態）の地鉄１１の平均結晶粒径が４０
μｍを超える場合には、平均結晶粒径が大きくなりすぎる結果、ロータに求められる優れ
た強度及び降伏比が得られなくなるので、好ましくない。地鉄１１の平均結晶粒径は、好
ましくは、１５μｍ～３０μｍの範囲内であり、より好ましくは、２０μｍ～２５μｍの
範囲内である。
【００４８】
　また、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、ステータを製造する際に実施され
るコア焼鈍を施すと、地鉄１１の結晶粒が成長して、平均結晶粒径が粗大化する。これは
、結晶粒の成長を阻害する元素であるＣ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖ含有量が、上記範囲内と
なるように制御されているからである。所定条件のコア焼鈍を行うことによって、コア焼
鈍後の粗大化した地鉄１１の平均結晶粒径は、６０μｍ～１５０μｍとなることが好まし
い。本実施形態において、「コア焼鈍」とは、地鉄１１の結晶粒の粒成長を促進すること
を目的として実施される焼鈍である。
【００４９】
　コア焼鈍の所定条件とは、焼鈍温度７５０℃～９００℃、均熱時間１０分～１８０分と
いう範囲内から、電磁鋼板の板厚やコア焼鈍前の粒径等に応じて適宜選択される条件であ
る。好ましい焼鈍温度は、７７５℃～８５０℃であり、好ましい均熱時間は３０分～１５
０分である。焼鈍雰囲気における露点は、焼鈍炉の種類や性能に応じて適宜設定すればよ
いが、例えば、－４０℃以上２０℃以下の範囲内で設定すればよい。より具体的には、例
えば、露点－４０℃の窒素雰囲気において、焼鈍温度８００℃、均熱時間１２０分とする
ことができる。
【００５０】
　所定のコア焼鈍を施した後の地鉄１１の平均結晶粒径が６０μｍ未満である場合には、
Ｓｉ含有量を最大値とした場合であっても、無方向性電磁鋼板に求められる重要な磁気特
性の一つである鉄損が大きくなるので、好ましくない。また、所定のコア焼鈍を施した後
の地鉄１１の平均結晶粒径が１５０μｍを超える場合においても、結晶粒が成長しすぎた
結果鉄損が大きくなるので、好ましくない。所定のコア焼鈍を施した後の地鉄１１の平均
結晶粒径は、より好ましくは、６５μｍ～１２０μｍの範囲内であり、更に好ましくは、
７０μｍ～１００μｍの範囲内である。
【００５１】
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　以上説明したように、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、所定条件のコア焼鈍
を実施すると、地鉄１１の平均結晶粒径が大きく変化する。このような特徴を利用するこ
とで、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、一枚の無方向性電磁鋼板から、ロー
タとステータとの双方を製造することができ、その結果、歩留まりの低下を抑制すること
が可能となる。
【００５２】
　図２は、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０を用いて、ロータ及びステータを製造
する場合の流れの一例を示した流れ図である。
　以上説明したように、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、コア焼鈍を施してい
ない状態では、地鉄１１の平均結晶粒径は１０μｍ～４０μｍの範囲内であり、結晶粒が
微細化された状態にある。この無方向性電磁鋼板１０を用いて、ロータ及びステータの形
状に打ち抜くことで（工程１）、ロータ及びステータを製造するための部材が製造される
。続いて、製造したロータ製造用部材、及び、ステータ製造用部材のそれぞれを、積層す
る（工程２）。打ち抜き工程及び積層工程を経た後も、積層された各部材における地鉄１
１の平均結晶粒径は、１０μｍ～４０μｍの範囲内にある。
【００５３】
　図２に示したように、積層されたロータ製造用部材を用いて（コア焼鈍を経ることなく
）、ロータが製造される。製造されたロータは、地鉄１１の平均結晶粒径が１０μｍ～４
０μｍと微細化された状態のままであるので、ロータに求められる優れた強度（例えば、
引張強度５８０ＭＰａ以上の強度）、さらには高い降伏比（０．８２以上）を有している
。
【００５４】
　また、図２に示したように、積層されたステータ製造用部材に対して、コア焼鈍を施す
ことで（工程３）、ステータが製造される。本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、
コア焼鈍によって地鉄１１の結晶粒が大きく成長し、例えば所定条件のコア焼鈍を行えば
上記のような６０μｍ～１５０μｍの範囲内となり、優れた鉄損及び磁束密度を実現する
ことができる。
【００５５】
　上記のような地鉄１１の平均結晶粒径は、例えば、板厚方向中心のＺ断面の組織に対し
、ＪＩＳ　Ｇ０５５１「鋼－結晶粒度の顕微鏡試験方法」の切断法に従って求めることが
できる。
【００５６】
＜機械特性について＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、上記化学組成を有し、かつ仕上焼鈍後（
コア焼鈍が行われていない状態）の地鉄１１の平均結晶粒径が１０μｍ～４０μｍと微細
化されている。その結果、引張強度は、５８０ＭＰａ～７００ＭＰａとなる。
【００５７】
　また、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、製造する際に、特定の雰囲気下にお
いて特定の焼鈍温度及び均熱時間の焼鈍を行った後、特定の冷却速度で冷却を行う。その
結果、降伏現象を生じ、上降伏点及び下降伏点を示すようになる。
　本実施形態において、上降伏点とは、図３のＡ点のように、引張強度以前（引張強度を
示す位置より左側）の微小歪域における、応力が最大値を示す点と定義する。下降伏点と
は、上降伏点を過ぎた後に応力値が低下する点である。無方向性電磁鋼板では他鋼種に見
られるような一定値とはなりにくいので、本実施形態では下降伏点を、図３のＢ点のよう
に、上降伏点から引張強度を示す点の間における、応力が最小値を示す点と定義する。
【００５８】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、降伏比が、０．８２以上である。降伏比
が０．８２以上となることで、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、ロータとして
より一層優れた機械特性を示すようになる。降伏比は、好ましくは０．８４以上である。
降伏比の上限値は、特に規定されるものではなく、大きければ大きいほど良いが、実際に
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は、０．９０程度が上限となる。
　また、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、上降伏点（図３における点Ａ）の
応力値と、下降伏点（図３における点Ｂ）の応力値との差分（図３におけるΔσ）は、５
ＭＰａ以上となることが好ましい。Δσが、５ＭＰａ以上であれば、０．８２以上の降伏
比が得やすくなる。
【００５９】
　図４は、先だって説明したような化学組成を有する鋼を、以下で詳述する焼鈍雰囲気下
のもと、均熱時間を２０秒に固定した上で、焼鈍温度を５種類に変化させた場合における
、応力－ひずみ曲線の測定結果の一例を示したものである。
　焼鈍温度を、一般的な無方向性電磁鋼板の仕上焼鈍温度である９５０℃、１０００℃と
した場合、地鉄１１の平均結晶粒径は、９５０℃の場合で５４μｍ、１０００℃の場合で
７７μｍとなった。一方で、焼鈍温度を、以下で詳述するような本実施形態に係る仕上焼
鈍温度の範囲内である８００℃、８５０℃、または９００℃とした場合には、地鉄１１の
平均結晶粒径は、８００℃の場合で１６μｍ、８５０℃の場合で２５μｍ、９００℃の場
合で３７μｍとなった。
　得られた５種類の無方向性電磁鋼板１０の応力－ひずみ曲線の測定結果は、図４に示し
た通りである。
【００６０】
　図４に示したように、平均結晶粒径が１６μｍ、２５μｍ、３７μｍとなった本実施形
態に係る無方向性電磁鋼板の応力－ひずみ曲線は、上降伏点及び下降伏点が観測されるよ
うな降伏現象を発現している。一方、平均結晶粒径が５４μｍ、７７μｍとなった無方向
性電磁鋼板の応力－ひずみ曲線は、上降伏点及び下降伏点が存在していない。
【００６１】
　上記のような引張強度及び降伏点は、ＪＩＳ　Ｚ２２０１に規定された試験片を作製し
た上で、引張試験機により引張試験を行うことで、測定することが可能である。
【００６２】
＜地鉄の板厚について＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０における地鉄１１の板厚（図１における厚みｔ
、無方向性電磁鋼板１０の製品板厚と捉えることができる。）は、高周波鉄損を低減する
ために０．３０ｍｍ以下とする必要がある。一方、地鉄１１の板厚ｔが０．１０ｍｍ未満
である場合には、板厚が薄いために焼鈍ラインの通板が困難となる可能性がある。従って
、無方向性電磁鋼板１０における地鉄１１の板厚ｔは、０．１０ｍｍ以上、０．３０ｍｍ
以下とする。無方向性電磁鋼板１０における地鉄１１の板厚ｔは、好ましくは、０．１５
ｍｍ以上、０．２５ｍｍ以下である。
【００６３】
＜仕上焼鈍後・コア焼鈍前の磁気特性について＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０では、仕上焼鈍後（コア焼鈍が行われていない
状態）の鉄損Ｗ１０／８００は、５０Ｗ／ｋｇ以下である。鉄損Ｗ１０／８００は、好ま
しくは、４８Ｗ／ｋｇ以下であり、より好ましくは、４５Ｗ／ｋｇ以下である。
【００６４】
＜コア焼鈍後の磁気特性について＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０は、上記のような所定のコア焼鈍を施すことで
地鉄１１の結晶粒が成長して、より優れた鉄損を示すようになる。本実施形態に係る無方
向性電磁鋼板１０は、鉄損Ｗ１０／４００が、１１Ｗ／Ｋｇ以下となることが好ましい。
鉄損Ｗ１０／４００は、より好ましくは、１０Ｗ／Ｋｇ以下である。ここで、コア焼鈍の
条件は、例えば、露点－４０℃の窒素雰囲気において、焼鈍温度８００℃、均熱時間１２
０分とすることができる。
【００６５】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の各種の磁気特性は、ＪＩＳ　Ｃ２５５０に規
定されたエプスタイン法や、ＪＩＳ　Ｃ２５５６に規定された単板磁気特性測定法（Ｓｉ
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ｎｇｌｅ　Ｓｈｅｅｔ　Ｔｅｓｔｅｒ：ＳＳＴ）に則して、測定することが可能である。
【００６６】
＜絶縁被膜について＞
　再び図１に戻って、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０が有していることが好まし
い絶縁被膜１３について、簡単に説明する。
【００６７】
　無方向性電磁鋼板は、コアブランクを打ち抜いたのち積層され使用される。そのため、
地鉄１１の表面に絶縁被膜１３を設けることで、板間の渦電流を低減することができ、コ
アとして渦電流損を低減することが可能となる。
【００６８】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の絶縁被膜１３は、無方向性電磁鋼板の絶縁被
膜として用いられるものであれば、特に限定されるものではなく、公知の絶縁被膜を用い
ることが可能である。このような絶縁被膜として、例えば、無機物を主体とし、更に有機
物を含んだ複合絶縁被膜を挙げることができる。ここで、複合絶縁被膜とは、例えば、ク
ロム酸金属塩、リン酸金属塩、又は、コロイダルシリカ、Ｚｒ化合物、Ｔｉ化合物等の無
機物の少なくとも何れかを主体とし、微細な有機樹脂の粒子が分散している絶縁被膜であ
る。特に、近年ニーズの高まっている製造時の環境負荷低減の観点からは、リン酸金属塩
やＺｒあるいはＴｉのカップリング剤、又は、これらの炭酸塩やアンモニウム塩を出発物
質として用いた絶縁被膜が好ましく用いられる。
【００６９】
　上記のような絶縁被膜１３の付着量は、特に限定するものではないが、例えば、片面あ
たり４００ｍｇ／ｍ２以上、１２００ｍｇ／ｍ２以下程度とすることが好ましく、片面あ
たり８００ｍｇ／ｍ２以上、１０００ｍｇ／ｍ２以下とすることが更に好ましい。上記付
着量となるように絶縁被膜１３を形成することで、優れた均一性を保持することが可能と
なる。絶縁被膜１３の付着量を測定する場合には、公知の各種測定法を利用することが可
能であり、例えば、水酸化ナトリウム水溶液浸漬前後の質量差を測定する方法や、検量線
法を用いた蛍光Ｘ線法等を適宜利用すればよい。
【００７０】
（無方向性電磁鋼板の製造方法について）
　続いて、図５を参照しながら、以上説明したような本実施形態に係る無方向性電磁鋼板
１０の製造方法について、詳細に説明する。図５は、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板
の製造方法の流れの一例を示した流れ図である。
【００７１】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の製造方法では、以上説明したような所定の化
学成分を有する鋼塊に対して、熱間圧延、熱延板焼鈍、酸洗、冷間圧延、仕上焼鈍を順に
実施する。また、絶縁被膜１３を地鉄１１の表面に形成する場合には、上記仕上焼鈍の後
に絶縁被膜の形成が行われる。以下、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の製造方法
で実施される各工程について、詳細に説明する。
【００７２】
＜熱間圧延工程＞
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０の製造方法では、まず、上記の化学組成を有す
る鋼塊（スラブ）を加熱し、加熱された鋼塊について熱間圧延を行って、熱延板（熱延鋼
板）を得る（ステップＳ１０１）。熱間圧延に供する際の鋼塊の加熱温度については、特
に規定するものではないが、例えば、１０５０℃以上、１２００℃以下とすることが好ま
しい。また、熱間圧延後の熱延板の板厚についても、特に規定するものではないが、地鉄
の最終板厚を考慮して、例えば、１．５ｍｍ～３．０ｍｍ程度とすることが好ましい。鋼
塊に対して以上のような熱間圧延が施されることで、地鉄１１の表面には、Ｆｅの酸化物
を主体とするスケールが生成される。
【００７３】
＜熱延板焼鈍工程＞
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　上記熱間圧延の後には、熱延板焼鈍が実施される（ステップＳ１０３）。熱延板焼鈍に
おいては、例えば、焼鈍雰囲気中の露点を－２０℃以上、５０℃以下とし、焼鈍温度を８
５０℃以上、１１００℃以下とし、かつ、均熱時間を１０秒以上、１５０秒以下とするこ
とが好ましい。均熱時間とは、熱延板焼鈍に供される熱延板の温度が、最高到達板温±５
℃の範囲内となっている時間をいう。
【００７４】
　露点を－２０℃未満に制御することは、過剰なコストアップを招くので、好ましくない
。一方、露点が５０℃を超える場合には、地鉄のＦｅの酸化が進むことで、その後の酸洗
によって板厚が過剰に減少し、歩留まり悪化が生じるので、好ましくない。焼鈍雰囲気中
の露点は、好ましくは、－１０℃以上、４０℃以下であり、より好ましくは、－１０℃以
上、２０℃以下である。
【００７５】
　焼鈍温度が８５０℃未満である場合、又は、均熱時間が１０秒未満である場合には、磁
束密度Ｂ５０が劣化してしまうので、好ましくない。
　一方、焼鈍温度が１１００℃を超える場合、又は、均熱時間が１５０秒を超える場合に
は、後段の冷間圧延工程において地鉄が破断してしまう可能性が生じるので、好ましくな
い。
　焼鈍温度は、好ましくは、９００℃以上、１０５０℃以下であり、より好ましくは、９
５０℃以上、１０５０℃以下である。また、均熱時間は、好ましくは、２０秒以上、１０
０秒以下であり、より好ましくは、３０秒以上、８０秒以下である。
【００７６】
　また、熱延板焼鈍における冷却過程では、熱延板焼鈍における冷却過程では、０．８２
以上の降伏比をより確実に実現するために、８００℃～５００℃までの温度域での平均冷
却速度を、１０℃／秒～１００℃／秒とすることが好ましく、２５℃／秒以上とすること
がより好ましい。
　８００℃～５００℃までの温度域での冷却速度が１０℃／秒未満となる場合には、固溶
Ｃによる歪時効が十分得られず、上降伏点が生じにくくなり、降伏比が低下する。平均冷
却速度が１０℃／秒以上の強冷却とするには、後段から流入させるガス量を増加する等に
より達成できる。
　一方、機械特性の観点では、板温８００℃～５００℃までの平均冷却速度は高い程好ま
しいが、平均冷却速度が速すぎると板形状が劣化して生産性、鋼板品質を損なうので、上
限を１００℃／秒とする。
【００７７】
＜酸洗工程＞
　上記熱延板焼鈍の後には、酸洗が実施され（ステップＳ１０５）、地鉄１１の表面に生
成したスケール層が除去される。酸洗に用いられる酸の濃度、酸洗に用いる促進剤の濃度
、酸洗液の温度等の酸洗条件は、特に限定されるものではなく、公知の酸洗条件とするこ
とができる。
【００７８】
＜冷間圧延工程＞
　上記酸洗の後には、冷間圧延が実施される（ステップＳ１０７）。
　冷間圧延では、地鉄の最終板厚が０．１０ｍｍ以上０．３０ｍｍ以下となるような圧下
率で、スケール層の除去された酸洗板が圧延される。冷間圧延により、地鉄１１の金属組
織は、冷間圧延によって得られる冷延組織となる。
【００７９】
＜仕上焼鈍工程＞
　上記冷間圧延の後には、仕上焼鈍が実施される（ステップＳ１０９）。
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法において、仕上焼鈍工程は、上記のよう
な地鉄１１の平均結晶粒径を実現し、かつ、降伏現象を生じさせるために、重要な工程で
ある。仕上焼鈍工程において、焼鈍雰囲気は、露点が－２０℃～５０℃である湿潤雰囲気
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とし、焼鈍温度は、７５０℃以上、９００℃以下とし、均熱時間は、１０秒以上、１００
秒未満とする。均熱時間とは、仕上焼鈍に供される冷延鋼板の温度が、最高到達板温±５
℃の範囲内となっている時間をいう。上記焼鈍条件下で仕上焼鈍を行い、後述するような
冷却を行うことで、上記のような地鉄１１の平均結晶粒径を実現し、かつ、降伏現象を生
じさせることができる。
【００８０】
　焼鈍雰囲気の露点が－２０℃未満である場合には、コア焼鈍時に表層付近の粒成長性が
劣化して、鉄損が劣位となるので好ましくない。一方、焼鈍雰囲気の露点が５０℃を超え
る場合には、内部酸化が生じて鉄損が劣化するので好ましくない。また、焼鈍温度が７５
０℃未満である場合には、焼鈍時間が長くなりすぎて、生産性が低下する可能性が高くな
るので、好ましくない。一方、焼鈍温度が９００℃を超える場合には、仕上焼鈍後の結晶
粒径の制御が困難となるので好ましくない。また、均熱時間が１０秒未満である場合には
、十分な仕上焼鈍を行うことができず、地鉄１１に適切に種結晶を生じさせることが困難
となることがあるので、好ましくない。一方、均熱時間が１００秒を超える場合には、地
鉄１１に生じる種結晶の平均結晶粒径が、先だって言及した範囲外となる可能性が高まる
ので、好ましくない。
【００８１】
　焼鈍雰囲気の露点は、好ましくは、－１０℃以上、２０℃以下であり、より好ましくは
、０℃以上、１０℃以下である。また、焼鈍雰囲気の酸素ポテンシャル（Ｈ２Ｏの分圧Ｐ

Ｈ２Ｏを、Ｈ２の分圧ＰＨ２で除した値：ＰＨ２Ｏ／ＰＨ２）は、０．０１～０．３０の
還元雰囲気であることが好ましい。
【００８２】
　焼鈍温度は、好ましくは、８００℃以上、８５０℃以下であり、より好ましくは、８０
０℃以上、８２５℃以下である。均熱時間は、好ましくは、１０秒以上、３０秒以下であ
る。
【００８３】
　先だって言及したような、１０μｍ～４０μｍという地鉄１１の平均結晶粒径、及び、
０．８２以上の降伏比をより確実に実現するために、板温が７５０℃から６００℃までの
平均冷却速度を、２５℃／秒以上の強冷却とすることが好ましい。また、板温が４００℃
から１００℃までの冷却速度は、この間の何れかのタイミングで２０℃／秒以下の緩冷却
することが更に好ましい。
　板温７５０℃から６００℃までの冷却速度が２５℃／秒未満となる場合には、冷却速度
が遅くなりすぎて地鉄１１の結晶粒を十分に微細化することができず、上記のような１０
μｍ～４０μｍという平均結晶粒径を実現することができない可能性がある。更に、板温
７５０℃から６００℃までの冷却速度が２５℃／秒未満となる場合には、冷却過程でＴｉ
Ｃなどの炭化物の析出が生じ、固溶Ｃが減少してしまうので、固溶Ｃによる歪時効が十分
得られず、上降伏点が生じにくくなり、降伏比が低下する。一方、板温７５０℃から６０
０℃までの冷却速度の上限値は、特に規定するものではないが、実際には、１００℃／秒
程度が上限となる。板温７５０℃から６００℃までの冷却速度は、好ましくは、３０℃／
秒以上６０℃／秒以下である。
　また、板温が４００℃から１００℃の間において、少なくとも一部の温度区間において
冷却速度が２０℃／秒以下の緩冷却（瞬間冷却速度が２０℃／秒以下となる場合を含む）
を行うことで、固溶Ｃによる歪時効が進み、上降伏点がより生じやすくなる。少なくとも
一部の温度区間において緩冷却を行うことによって、鋼板が４００℃～１００℃の温度範
囲に１６秒以上滞留することがより好ましい。
【００８４】
　仕上焼鈍において、板温７５０℃以上９００℃以下の温度域までの加熱速度は、例えば
、２０℃／秒～１０００℃／秒とすることが好ましい。加熱速度を２０℃／秒以上とする
ことで、無方向性電磁鋼板の磁気特性を更に良好なものとすることが可能となる。一方、
加熱速度を１０００℃／秒を超えて上げたとしても、磁気特性の向上効果が飽和する。仕
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上焼鈍における板温７５０℃以上９００℃以下の温度域での加熱速度は、より好ましくは
、５０℃／秒～２００℃／秒である。
【００８５】
　上記のような各工程を経ることで、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０を製造する
ことができる。
【００８６】
＜絶縁被膜形成工程＞
　上記仕上焼鈍の後には、必要に応じて、絶縁被膜の形成工程が実施される（ステップＳ
１１１）。ここで、絶縁被膜の形成工程については、特に限定されるものではなく、上記
のような公知の絶縁被膜処理液を用いて、公知の方法により処理液の塗布及び乾燥を行え
ばよい。
【００８７】
　絶縁被膜が形成される地鉄の表面は、処理液を塗布する前に、アルカリなどによる脱脂
処理や、塩酸、硫酸、リン酸などによる酸洗処理など、任意の前処理を施してもよいし、
これら前処理を施さずに仕上焼鈍後のままの表面であってもよい。
【００８８】
　以上、図５を参照しながら、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法について、
詳細に説明した。
【００８９】
（モータコアの製造方法について）
　続いて、再び図２を参照しながら、以上説明したような本実施形態に係る無方向性電磁
鋼板を用いた、モータコア（ロータ／ステータ）の製造方法について、簡単に説明する。
【００９０】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板から得られるモータコアの製造方法では、まず、本
実施形態に係る無方向性電磁鋼板１０を、コア形状（ロータ形状／ステータ形状）に打ち
抜き（工程１）、得られた各部材を積層して（工程２）、所望のモータコアの形状（すな
わち、所望のロータ形状及びステータ形状）を形成する。コア形状に打ち抜いた無方向性
電磁鋼板を積層するため、モータコアの製造に用いる無方向性電磁鋼板１０は、地鉄１１
の表面に絶縁被膜１３が形成されたものであることが重要である。
【００９１】
　その後、所望のステータ形状に積層された無方向性電磁鋼板に対して、焼鈍（コア焼鈍
）が実施される（工程３）。コア焼鈍は、７０体積％以上窒素を含有した雰囲気中で実施
されることが好ましい。また、コア焼鈍の焼鈍温度は、７５０℃以上９００℃以下である
ことが好ましい。上記焼鈍条件でコア焼鈍を実施することで、無方向性電磁鋼板１０の地
鉄１１中に存在する再結晶組織から粒成長が進行する。その結果、望ましい磁気特性を示
すステータが得られる。
【００９２】
　雰囲気中の窒素の割合が７０体積％未満である場合には、コア焼鈍のコストアップを招
くので、好ましくない。雰囲気中の窒素の割合は、より好ましくは、８０体積％以上であ
り、更に好ましくは、９０体積％～１００体積％であり、特に好ましくは、９７体積％～
１００体積％である。窒素以外の雰囲気ガスは、特に規定するものではないが、一般的に
、水素、二酸化炭素、一酸化炭素、水蒸気、メタンなどからなる還元性の混合ガスを用い
ることができる。これらのガスを得るために、プロパンガスや天然ガスを燃焼させて得る
方法が、一般的に採用されている。
【００９３】
　また、コア焼鈍の焼鈍温度が７５０℃未満である場合には、十分な粒成長を実現するこ
とができず、好ましくない。一方、コア焼鈍の焼鈍温度が９００℃を超える場合には、再
結晶組織の粒成長が進み過ぎて、ヒステリシス損失は低下するものの、渦電流損失が増加
し、結果として全鉄損は増加するので、好ましくない。コア焼鈍の焼鈍温度は、好ましく
は、７７５℃以上８５０℃以下である。
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【００９４】
　コア焼鈍を実施する均熱時間は、上記焼鈍温度に応じて適宜設定すればよいが、例えば
、１０分～１８０分とすることができる。均熱時間が１０分未満である場合には、十分に
粒成長を実現出来ないことがある。一方、均熱時間が１８０分を超える場合には、焼鈍時
間が長くなりすぎて、生産性を低下させてしまう可能性が高い。均熱時間は、より好まし
くは、３０分～１５０分である。
【００９５】
　また、コア焼鈍における５００℃以上７５０℃以下の温度域での加熱速度は、５０℃／
Ｈｒ～３００℃／Ｈｒとすることが好ましい。加熱速度を５０℃／Ｈｒ～３００℃／Ｈｒ
とすることで、ステータの諸特性を更に良好なものとすることが可能となるからであり、
加熱速度を３００℃／Ｈｒを超えて上げたとしても、諸特性の向上効果が飽和するからで
ある。コア焼鈍における５００℃以上７５０℃以下の温度域での加熱速度は、より好まし
くは、８０℃／Ｈｒ～１５０℃／Ｈｒである。
【００９６】
　また、７５０℃以下５００℃以上の温度域での冷却速度は、５０℃／Ｈｒ～５００℃／
Ｈｒとすることが好ましい。冷却速度を５０℃／Ｈｒ以上とすることで、ステータの諸特
性を更に良好なものとすることが可能となり、一方、冷却速度を５００℃／Ｈｒを超えた
ものとしても、冷却ムラが生じることで逆に熱応力による歪が導入され易くなってしまい
、鉄損の劣化が生じてしまう可能性があるからである。コア焼鈍における７５０℃以下５
００℃以上の温度域での冷却速度は、より好ましくは、８０℃／Ｈｒ～２００℃／Ｈｒで
ある。
【００９７】
　上記のような各工程を経ることで、モータコアを製造することができる。
【００９８】
　以上、本実施形態に係るモータコアの製造方法について、簡単に説明した。
【実施例】
【００９９】
　以下では、実施例及び比較例を示しながら、本発明に係る無方向性電磁鋼板について、
具体的に説明する。以下に示す実施例は、本発明に係る無方向性電磁鋼板の一例にすぎず
、本発明に係る無方向性電磁鋼板が下記の例に限定されるものではない。
【０１００】
　以下の表１に示す化学組成を有するスラブを１１５０℃に加熱した後、仕上温度８５０
℃、仕上板厚２．０ｍｍにて熱間圧延を施し、６５０℃で巻取って熱延鋼板とした。
　得られた熱延鋼板に対して、露点１０℃の雰囲気にて、１０００℃×５０秒の熱延板焼
鈍を行った。熱延板焼鈍後の８００～５００℃の平均冷却速度は、Ｎｏ．６が７．０℃／
秒であり、その他は、３５℃／秒であった。熱延板焼鈍後、酸洗により表面のスケールを
除去した。
　こうして得られた酸洗板（酸洗後の熱延鋼板）を、冷間圧延により板厚０．２５ｍｍの
冷延鋼板とした。更に、水素１０％、窒素９０％、露点０℃の混合雰囲気にて、以下の表
２Ａ、表２Ｂに示すような平均結晶粒径となるように、仕上焼鈍条件（焼鈍温度及び均熱
時間）を変えて焼鈍した。具体的には、平均結晶粒径が大きくなるように制御する場合に
は、仕上焼鈍温度をより高く、及び／又は、均熱時間をより長くした。また、平均結晶粒
径が小さくなるように制御する場合は、その逆とした。
　仕上焼鈍時における７５０℃以上９００℃以下の温度域までの加熱速度は、いずれも１
００℃／秒であった。また、仕上焼鈍後の７５０℃から６００℃までの温度域での冷却速
度は、Ｎｏ．７及びＮｏ．１３のみ１０℃／秒であり、その他は３５℃／秒であった。
　仕上焼鈍時の４００～１００℃の冷却速度の最小値は表２Ａ、表２Ｂに示す通りであっ
た。発明例においては、いずれも４００～１００℃における冷却速度の最小値が２０℃／
秒以下であり、４００～１００℃の間の滞留時間も１６秒以上であった。
【０１０１】
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　その後、絶縁被膜を塗布し、無方向性電磁鋼板とした。絶縁被膜は、リン酸アルミニウ
ム及び粒径０．２μｍのアクリル－スチレン共重合体樹脂エマルジョンからなる絶縁被膜
を所定付着量となるよう塗布し、大気中、３５０℃で焼付けることで形成した。
【０１０２】
　得られた無方向性電磁鋼板の一部を、露点－４０℃の窒素雰囲気（雰囲気中の窒素の割
合が９９．９体積％以上）で８００℃×１２０分の焼鈍（コアへの加工を行っていないた
め、本実験例においては、単に「焼鈍」と称するが、コア焼鈍に相当する。以下、「疑似
コア焼鈍」と称する。）を施した。
【０１０３】
　疑似コア焼鈍における５００℃以上７００℃以下での加熱速度、及び、冷却速度は、そ
れぞれ、１００℃／Ｈｒ、及び、１００℃／Ｈｒであった。
【０１０４】
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【表１】

【０１０５】
　疑似コア焼鈍前後の無方向性電磁鋼板について、ＪＩＳ　Ｇ０５５１「鋼－結晶粒度の
顕微鏡試験方法」の切断法に従って、板厚中心部のＺ断面の組織を観察し、地鉄の平均結
晶粒径を計測した。また、疑似コア焼鈍前後の無方向性電磁鋼板について、圧延方向及び
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幅方向でエプスタイン試験片を採取し、ＪＩＳ　Ｃ２５５０に則したエプスタイン試験に
より、磁気特性（仕上げ焼鈍後、かつ、疑似コア焼鈍前については、鉄損Ｗ１０／８００
、疑似コア焼鈍後については、鉄損Ｗ１０／４００）を評価した。
　更に、仕上焼鈍後、かつ、疑似コア焼鈍前の無方向性電磁鋼板から、ＪＩＳ　Ｚ２２４
１に従い圧延方向に引張試験片を採取し、引張試験を行って、降伏点、引張強度（ＴＳ）
、及び、降伏比を計測した。上記のように計測した各種特性を、以下の表２Ａ、表２Ｂに
まとめて示した。
【０１０６】



(21) JP 6478004 B1 2019.3.6

10

20

30

40

【表２Ａ】

【０１０７】
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【表２Ｂ】

【０１０８】
　上記表２Ａ、表２Ｂから明らかなように、発明例であるＮｏ．２、４、１１、１２、１
５、１８、２４、２５、２８、３１、３２、３４、３６、３７、３９～４１、４５～４７
、５０、５１については、成分と仕上焼鈍条件とを適正に制御したため、０．８２以上と
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いう高い降伏比が得られた。また、上降伏点及び下降伏点のそれぞれが生じ、上降伏点と
下降伏点の差が５ＭＰａ以上となった。
【０１０９】
　ただし、Ｎｏ．１８は、用いた鋼種Ｃの「Ｃ×（Ｔｉ＋Ｎｂ＋Ｚｒ＋Ｖ）」の値が０．
００００１０を上回ったため、疑似コア焼鈍前の諸特性は優れるものの、疑似コア焼鈍後
の平均結晶粒径が小さく、また、炭化物の形成により好ましい特性である鉄損Ｗ１０／４
００が、１１Ｗ／ｋｇを上回った。
【０１１０】
　また、Ｎｏ．２４、Ｎｏ．２５は、Ａｌ含有量が０．５０％を超えたので、Ｔｉが窒化
物として固定されず、その結果、炭化物が増加して、疑似コア焼鈍後の鉄損Ｗ１０／４０
０が１１Ｗ／ｋｇを上回った。
【０１１１】
　また、Ｎｏ．２８は、Ｎｂ含有量が０．００３０質量％を超えたので、炭化物の形成に
より鉄損Ｗ１０／４００が１１Ｗ／ｋｇを上回った。
　その他の発明例では、疑似コア焼鈍後の磁気特性においても、良好な結果が得られた。
【０１１２】
　一方、Ｎｏ．１は、仕上焼鈍後の平均結晶粒径が１０μｍを下回っているため、仕上焼
鈍後の鉄損Ｗ１０／８００が、５０Ｗ／ｋｇを上回った。
【０１１３】
　Ｎｏ．８～１０、１６、１７、２６、２７、２９、３０、３５、３８、４３、４４、４
８、４９、５３、５４について、仕上焼鈍温度等の影響で仕上焼鈍後の平均結晶粒径が４
０μｍを上回ったために上降伏点が明確に生じず、降伏比が低くなった。
【０１１４】
　Ｎｏ．３、５、１４、４２、５２は降伏比が０．８２を下回った。これらの鋼では仕上
げ焼鈍後の結晶粒径は４０μｍ以下であったが上降伏点－下降伏点が低かった。仕上げ焼
鈍の４００℃～１００℃の冷却過程全体で２０℃／秒以上の急冷をしていたため炭素によ
る時効効果が十分に働かなかったものと考えられる。
【０１１５】
　Ｎｏ．６は、降伏比が０．８２を下回った。この鋼では熱延板焼鈍後の８００～５００
℃の平均冷却速度が他鋼種に比べて遅かったので、この間に固溶炭素が炭化物として析出
してしまい、仕上げ焼鈍後の再結晶後に歪時効に寄与する固溶炭素が失われたものと考え
られる。
【０１１６】
　Ｎｏ．７、１３は、降伏比が０．８２を下回った。これらの鋼では、仕上げ焼鈍の７５
０℃から６００℃の冷却速度が他と比べて緩冷であり、高温で炭化物が析出を開始して過
時効となることで上降伏点が低下したものと考えられる。
【０１１７】
　Ｎｏ．１９～２３については、用いた鋼種ＤのＣ含有量が少なかったために上降伏点が
明確に生じず、降伏比が低かった。
【０１１８】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
発明はかかる例に限定されない。本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更例ま
たは修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本発明の技術的
範囲に属するものと了解される。
【産業上の利用可能性】
【０１１９】
　本発明によれば、製造コストが抑制され、かつ、機械特性及びコア焼鈍後の磁気特性に
より一層優れる無方向性電磁鋼板を得ることができる。そのため、産業上の利用可能性が
高い。
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【符号の説明】
【０１２０】
　　１０　　無方向性電磁鋼板
　　１１　　地鉄
　　１３　　絶縁被膜
【要約】
　この無方向性電磁鋼板は、化学組成が、質量％で、Ｃ：０．００１５％～０．００４０
％、Ｓｉ：３．５％～４．５％、Ａｌ：０．６５％以下、Ｍｎ：０．２％～２．０％、Ｓ
ｎ：０％～０．２０％、Ｓｂ：０％～０．２０％、Ｐ：０．００５％～０．１５０％、Ｓ
：０．０００１％～０．００３０％、Ｔｉ：０．００３０％以下、Ｎｂ：０．００５０％
以下、Ｚｒ：０．００３０％以下、Ｍｏ：０．０３０％以下、Ｖ：０．００３０％以下、
Ｎ：０．００１０％～０．００３０％、Ｏ：０．００１０％～０．０５００％、Ｃｕ：０
．１０％未満、Ｎｉ：０．５０％未満、を含有し、残部がＦｅ及び不純物からなり、製品
板厚が、０．１０ｍｍ～０．３０ｍｍであり、平均結晶粒径が、１０μｍ～４０μｍであ
り、鉄損Ｗ１０／８００が、５０Ｗ／Ｋｇ以下であり、引張強度が、５８０ＭＰａ～７０
０ＭＰａであり、降伏比が、０．８２以上である。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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